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あらまし

　本レポートでは英国とヨーロッパとの関係、
具体的には英国のジョン・メージャー政権が
マーストリヒト条約を批准するまでの政策過程
を、国際交渉政治の分析枠組みであるパットナ
ムの二レベル・ゲームモデルを用いて分析する。
イギリスがヨーロッパ統合の動きに対して、消
極的な対応を採ってきた国であり、同時にヨー
ロッパ内で大きな影響力を有しているというこ
とは議論の一致するところであろう。したがっ
て英国が欧州統合にどのように対応してきたか
に着目することで、この国の欧州政策の将来を
展望することは、欧州統合の成否を占う上にお
いても有意義なことであろう。
　第一章では今回分析に用いる二レベル・ゲー
ムの概略を、第二章では分析の対象であるマー
ストリヒト条約について簡単に検証した上で、
条約発効までの英国とＥＣ（本文では当時の呼
称で統一）との駆け引きを、第三章では条約批准
中の英国内諸勢力の動きと政府のそれへの対応
を各々述べる。分析の題材が出揃った第四章で、
条約批准を巡るイギリス国内外双方の動きを関
連させた条約批准過程の分析を行う。この分析
を通じて、マーストリヒト条約に端を発したＥ
ＭＵや政治統合などに代表される新たな段階に
入った欧州統合と英国との関係の現状を整理す
ると同時に、将来の英国欧州政策の展望につい
ての仮説を立てることが目的である。

１．はじめに

１.１　本レポートのねらい

　欧州統合の動きに対し、イギリスは最も懐疑
的な態度をとる国家の一つである。英国民が「英
国は他のヨーロッパ諸国とは異なる」と考えて
いるという話もよく耳にする。しかしこの英国
民の自信を裏付けていたアメリカ、コモンウェ
ルスとの関係は現在英国と欧州との間にある絆
に取って代われるものではない1。このような環
境下では、いかに統合に慎重とはいえ、現在自国
が欧州統合から脱退すべきと考える英国民は少
数であろう。現時点で英国が抱えるヨーロッパ
問題はより高度なものである。すなわち、主権を
ＥＣに委譲する性質をもつ通貨や政治の統合と
いう、新たな段階の統合に向けて動き出した欧
州に参加するか否かということである。ＥＣの
加入問題だけでも決着に二〇年以上の歳月を費
やした国において2、新たな段階に進む欧州統合
への対処という議論は紛糾することが確実で
あった。結果この論争は、マーガレット・サッ
チャー長期政権崩壊の引き金を引き、ジョン・
メージャー政権を悩まし続けた。通貨統合に前
向きといわれるトニー・ブレア現政権も、その対
応を慎重にせざるを得ない状況である。それで
も今年からユーロの一般流通が始まり、英国も
ＥＭＵ加盟の是非を問う国民投票が近く行われ
るとされている。この投票の結果次第で欧州統
合の将来をある程度占うことができよう。

  1  川勝平太・三好陽編著，『イギリスの政治』早稲田大学出版部，1999年，189－ 190ページ
  2  力久昌幸氏の指摘によれば、一九六一年にハロルド・マクミラン総理がＥＣへの加盟を表明してから一九八三年の英国総選挙で
労働党がＥＣ脱退の選挙公約を掲げて大敗するまでの約二〇年間、イギリスの欧州政策の主な論題はＥＣ加盟の是非であった。詳
細は、力久昌幸『イギリスの選択』木鐸社，1996年

メージャー政権のマーストリヒト条約批准過程に関する分析
―二レベル・ゲームの視点から―

川 島　 貴 宏
　　



川 島　 貴 宏204

  3  Peter B.Evans,Harold K.Jacobson,Robert D.Putnam eds. "Double-Edged Diplomacy:International Bargaining and Domestic Politics”Univer-
sity California Press，1993，pp.431－468の一章、二章参照。尚、日本語訳に際しては、芝崎厚士「演習室26　対外政策における
２レベル・ゲーム：両刃の外交」（芝崎厚士ホームページ）2001を参考。

  4  特にことわりのない限り、概略に関しても〔Evans Jacobson Putnam93_2〕[芝崎01_2]を参照にしている。
  5  草野厚『政策過程分析入門』（東京大学出版会），1997年，127ページ
  6  「ここでいう」以降、長尾悟「ウルグアイ・ラウンド農業交渉とEU」『国際政治』（日本国際政治学会），106号，1994年，105－
106ページ参照

  7  以下ウィン・セットの決定要因までの記述は[長尾94_2]106－ 107ページ／〔草野97_2〕127－ 130ページを参照

　本稿で論じるマーストリヒト条約（Treaty on
European Union）は、単一市場を超える欧州統合
を初めて本格的に定めた文書であり、現在英国
が対欧州政策で抱えている問題の原点であると
いえる。したがって、マーストリヒト条約をイギ
リスが批准するまでの過程を分析し、その過程
で起こった問題や、国内アクターの意見を明確
にすることは、現在英国が欧州内で置かれてい
る特殊な立場を再確認し、加えて近く行われる
であろう国民投票や今後の英国の欧州政策を見
通す上での一助となろう。こうしたねらいを
もって、英国の対マーストリヒト条約批准過程
の分析を行っていく。

１.２　分析の手法と対象

　本稿ではロバート・D・パットナムの「二レベ
ル・ゲーム」をベースとした政策過程分析を行っ
ていく。最初にこのモデルに見られるパットナ
ムの理念について触れておく。
　この分析枠組が提唱された背景には、それ以
前の理論では国内政治と国際関係の関連を部分
的にしか説明できなかったことがある。パット
ナムは一九七八年のボン・サミットから、国内要
因と国際要因の相互作用を同時に説明する分析
の必要性を主張。同時に、この両者の関連を理論
的に整理するには、政党・社会階級・利益集団・
立法者・世論や選挙を含めた政治の要因を強調
することが重要であり、また、国家中心主義の観
点から、国家を一枚岩のものとして把握するこ
とは誤りであるとした3。
　では、このような問題意識より生み出された
「二レベル・ゲーム」とはいかなるものであるの
か、次にその概略について述べていく4。このモ
デルは国際交渉の過程の分析に用いられるもの
である5。最初に前提として、国際交渉において
各国は一人の指導者、もしくは、主任交渉者に
よって代表され、その人は独立した政策選好を

持たず、自国の利益となる合意を達成するため
に動くとする。その上で国際交渉を二つの視点
から検証する。すなわち、各国の代表間において
交渉、駆け引きを行い、合意に至るまでの国際交
渉の過程（レベルⅠ）と、各国内における批准過
程（レベルⅡ）である。なおここでいう「批准」
とは、公式・非公式を問わず、協定の承認・実施
に必要な、レベルⅡでの政治過程を指す。した
がって、議会における公式の条約批准手続きは
もちろん、官僚機構、利益集団の代表あるいは世
論などの承認も当枠組では広い意味での批准と
みなし、分析の対象となる6。レベルⅠにおいて
合意に達した協約等はレベルⅡにおいて承認さ
れる必要があり、レベルⅡにおいて合意が修正
されるには、その変更に関してレベルⅠにおけ
る議論が必要になるというように、両局面は密
接な関連性を有している。このように国外、国内
双方の動きを包括的に捉える分析が可能という
点がこの枠組の特徴であり、長所である。　　
　この二レベル・ゲームにおいて中心となる概
念は、レベルⅡにとっての「ウィン・セット（win-
set）」である7。これはレベルⅡの批准過程におい
て、必要な国内諸勢力の賛成多数を得ることの
できるレベルⅠでの合意や国際協定、これを批
准するのに必要な支持の大きさのことを指す。
そして、レベルⅠでの合意を理解するには、レベ
ルⅡにおけるウィン・セットの大きさを検討す
る必要があり、次の二つの原則が重要とされて
いる。
① あらゆる条件が同じならば、ウィン・セット
が大きいほど(つまり交渉者の背後に交渉姿勢
を支持する人々 ,組織が多ければ多いほど)レ
ベルⅠでの合意可能性が高い。しかし、

② レベルⅡのウィン・セットの相対的な大きさ
は国際交渉からの利益配分に影響する。した
がって、一方のウィン・セットが大きいとわ
かっていれば、交渉妥結の可能性が高くなる
が、相手から付け込まれる可能性も高くなり、
国際交渉から得られる利益は少ない。逆に
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  8  [草野97_3]126ページ

ウィン・セットが小さければ、交渉妥結には
かなりの困難を強いられるが、交渉上有利な
立場を得ることになる。

　次の問題は、ウィン・セットがどのように決ま
るのかである。パットナムはその決定要因とし
て、仮説的に以下の三つを提示している。
　第一の要因は、レベルⅡの参加者（すなわち批
准過程に参加している国内諸勢力）のパワーの
配分、選好、可能な連合である。国内の参加者が
国際交渉を結ばないでいる状態（現状維持）が
もっともコストがかからないと判断していれば、
ウィン・セットは小さい。例えば、自給自足の度
合いが大きい国は、国際交渉より利益を得る必
要性が少なく、故に合意への支持も少ないため、
ウィン・セットは小さくなり、逆に外国への依存
度の高い開かれた国のウィン・セットは大きく
なる。別言すると、ウィン・セットの大きさ、す
なわちレベルⅠにおける交渉者の交渉の余地は、
一般的に国際協調に反対する「孤立主義者」と国
際協調のあらゆる目的に支持を表明する「国際
主義者」の相対的な大きさに左右される。
　また、レベルⅡのすべての参加者に同じよう
な結果をもたらす同質的な問題の場合、レベル
Ⅰにおいて勝ち利益を得ることが強く期待され
るため、交渉者は譲歩しにくくなる。この意味
で、ウィン・セットは小さいといえる。そして異
なった影響を国内諸勢力毎に与える多様的性質
をもつ問題では、ウィン・セットは潜在的に大き
いとされる。さらに、問題の政治化の度合いが高
ければ高いほど、それまで無関心であった国内
のアクターが批准過程に参加する機会が増し、
ウィン・セットは小さくなる。
　第二の決定要因として、国内の政治制度、特に
批准過程が挙げられている。例えば、協定の批准
に三分の二の賛成票が必要な場合の方が、単純
多数を必要とする場合よりもウィン・セットは
小さい。また、国内慣行もウィン・セットに影響
を与える。日本のように全会一致による決定を
行う慣行はウィン・セットを小さくし、党議拘束
が厳格な国のそれは大きいとされる。さらに、政
策決定者の指導力が強いならば、ウィン・セット
は大きい。逆に国内に政府の提案を拒否する集
団が存在する場合、この国内的に弱い政府は国
際交渉において、このことを理由に強い立場を

とることができる。
　第三のウィン・セット決定要因として、レベル
Ⅰでの交渉戦略がある。レベルⅠの交渉者も、相
手のウィン・セットを拡大することに関心があ
る。しかし、自らが拡大を促す行為をとること
は、交渉妥結に導く点ではプラスであるが、相手
交渉者に対する自分の立場は弱くなり、且つ、合
意に達しても自国内での批准を得ることが困難
になるため、慎重になる。とはいえ、批准での混
乱を避ける目的で、あらかじめ国内の関連利益
団体と協議することは、交渉者の対外的立場を
弱めることになる。こうして、交渉者はジレンマ
に陥る。このような場合、交渉者は国益よりも、
批准に必要な最低限の利益という観点からサイ
ド・ペイメント（譲歩を引き出すための資金やプ
ロジェクトなどの提供）を利用して、相手交渉者
と結託するまたは、自国の関連団体の変化を促
す政策をとることが多いとされる。
　また、交渉者が国内政治において高い地位に
いる場合には、ウィン・セットは拡大する可能性
がある。交渉者が自身の関連する組織（例えば政
党など）の実力者である場合も同様である。この
ケースでは、交渉の成功率が高まると共に、国内
の対抗者との交渉のテコにもなりうることから、
交渉者たちは、それぞれの国内にいる抵抗者に
対する立場を強めるための戦略をとる傾向があ
る。
　以上が、パットナムの二レベル・ゲームのあら
ましである。最後にこの分析枠組を今回採用し
た理由について触れておく。条約批准に代表さ
れるような、対外政策決定に関する理論はその
多くが国内政治に限られてきたといわれる8。繰
り返し述べたが、二レベル・ゲームは、このよう
に乖離して論じられがちな国際交渉中の国内外
の動きを包括的に捉えることができる。この点
に私は魅力を感じた。具体的に本稿では、二レベ
ル・ゲームを採用することで、ECと英国政府、政
府と国内の諸アクターとの駆け引きという二局
面を一つにまとめられる上に、九二年の英国総
選挙や、通貨危機といった条約批准に影響を与
えたであろう事件もウィン・セットへの影響と
いう観点から無理なく分析に取り込むことが可
能という利点がある。
　しかし二レベル・ゲームには批判も多い。第一
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  9  [長尾 94_3]  120ページ
10  [草野 97_4]  130ページ
11  [長尾 94_4]  119ページ
12  [長尾 94_5]  120ページ
13  渡辺昭夫「書評　Ｐ．エヴァンス、Ｈ．ジェイコブソン、Ｒ．パットナム編『両刃の外交―対外交渉と国内政治』」『国際政治』（日
本国際政治学会），113号，1996年，193ページ引用

14  島野卓爾　岡村尭　田中俊郎編『ＥＵ入門』有斐閣，2000年，152ページ
15  本文を書くにあたっては、European communities“EUROPEAN UNION：Selected instruments taken from the Treaties BOOKⅠ” Office
for Official Publications of the European Communities，1993，pp.11－ 69に掲載された条文を参考にした。

にパットナムの提示したウィン・セットの決定
要因が、整理されているとは言い難く、多分に恣
意的であることが挙げられる9。第二に前提に対
する疑問である。先に述べたが、この分析枠組で
は交渉者は自らの政策選好を持たず交渉すると
しているが、現実の交渉者は一定の裁量権を有
している場合がほとんどである10。さらにパット
ナムは交渉者を中心に据えて分析を進めている
が、（レベルⅠでは交渉者と他国の代表、レベル
Ⅱでは交渉者と国内諸勢力）交渉者は必ずしも
一枚岩ではない。多国間交渉の場合には複数の
交渉者の登場によって分析が困難な状況が生じ
る可能性もある11。このことから二レベル・ゲー
ムはまだあらゆる問題に対応できるだけの確固
たる「モデル」とするには、さらなる研究が必要
という意見が多い12。またこのモデルが「最も良
く適用できるのは、外圧と内圧が相乗効果を生
むような条件が比較的に多く成立するような相
互依存関係－しかも協調的な関係－で結ばれて
いる国家間の交渉においてである」13との指摘が
ある。以上からこの枠組は分析の対象となる事
例を選ぶといえるであろう。本稿ではパットナ
ムの提示に沿って分析を行うが、この種の批判
も念頭に置き、慎重に適用する必要があろう。

２．マーストリヒト条約に関する考察

　この章では、マーストリヒト条約の交渉開始
から発効までのレベルⅠの交渉における英国の
動きを取り上げることが主たる目的である。し
かしマーストリヒト条約は本論文におけるキー
ワードであり、今後の議論上重要な意味をもっ
てくる条項をいくつか抱えている。また、この条
約は欧州統合のあり方を大きく変えたことは疑
う余地はないが、それ故にその成立過程におい
てイギリスに限らず、他のＥＣ加盟国において
も大きな議論を引き起こしたことも事実である。

そこで本章では、この条約の有する特徴や、ＥＣ
構成国全体におけるこの条約への一般的な反応
についても簡単に触れることで、本論文での
マーストリヒト条約観を明快にし、且つイギリ
スの条約批准過程の特殊性を他の加盟国と比較
することで、よりはっきりさせることも目標と
する。

２.１　マーストリヒト条約の概略

　マーストリヒト条約は、一年八ヶ月の十二ヶ
国政府間会議を経て、一九九二年二月七日にＥ
Ｃ加盟諸国によって採択、翌年の十一月に発効
した。この条約によって、欧州統合は、それまで
の「域内市場統合」のみならず、「政治統合」に
向けて本格的に動き出すこととなった。こうした
動きの背景には、一九八〇年代後半から九〇年代
初めに起きたソビエト連邦の解体や、東西ドイツ
統一といった、ヨーロッパ地域における一連の急
激な政治情勢の変化があったと考えられる14。以
下この条約の構成と特徴を簡単に検証する。
　この条約は、前文、全七章からなる本文、十七
の議定書、そして三十三の宣言より構成されて
いる15。そしてその内容は、ＥＣ基本条約を成す
三条約（ＥＥＣ、ＥＣＳＣ、ＥＵＲＡＴＯＭの三
条約）の改正に関する事項と、加盟国の協力制度
に関する取決めについての条項の二種類に大別
できる。マーストリヒト条約を締結した国々は、
この条約の共通条項Ａ条の規定により、新たに
ＥＣを基礎とした「欧州連合」を形成することと
なった。そして、欧州連合の目的についてＢ条
は、以下のように定めている。
（ａ）持続的で均衡のとれた社会的、経済的進歩
の促進。それはとくに内部国境なき地域の形成、
経済面・社会面での地域間格差の是正、最終的に
は単一通貨の採用を含む経済・通貨統合の推進
によってなされる。
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16  山根裕子「マーストリヒト条約はなぜ批准が困難なのか」『ジュリスト』（有斐閣）Ｎｏ．1008，1992.9.15，48ページ　（ａ）～
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17  大西健夫　岸上慎太郎編『ＥＵ統合の系譜』早稲田大学出版部，1995年，156－ 158ページ
18  段落冒頭からここまで〔大西・岸上95_2〕151－ 152ページ参照

（ｂ）国際社会における欧州連合としての存在の
確立。それは最終的には防衛政策の形成を含む
共通外交・安全保障政策の実施を通じてなされ
る。
（ｃ）欧州連合の共通市民権の導入による加盟国
国民の利益と権利の保護。
（ｄ）司法・内務分野における密接な政府間協力
の発展16。
これらの目的のどれもが、欧州共同市場形成を
主たる目的としていたマーストリヒト条約以前
の統合から、さらに一歩踏みこんだものである。
そして、（ａ）の経済・通貨統合と（ｃ）の「欧
州共通市民権」を含む「ＥＣ」、「共通外交・安全
保障政策（以下、ＣＦＳＰ）」、「司法・内務協力」
の三目的を、マーストリヒト条約の三本柱とし
た。以上のことから、マーストリヒト条約は、欧
州統合を経済のみならず、政治や安全保障など
の分野に取り組む新段階に導いたといえる。と
はいえ、確かにこの条約の内容は未熟な部分も
多い。長期展望を欠いた暫定案をベースに成立
した条約であり、加盟国は「反対する理由がな
い」という消極的な態度から賛成したに過ぎな
いという批判もある17。九六年から自身を見直す
ことが条約に明記されたことを考慮するならば、
この批判は正しいといえる。 だが同時に、ＥＤＣ
構想の失敗以来長年頓挫していた政治統合につ
いての合意をＥＣ加盟国間で取り付けた点のみ
をもってしても、マーストリヒト条約が大きな
歴史的意義を持つことは疑い様がない。

２.２　マーストリヒト条約の成立過程と
英国の対外交渉

　この節ではレベルⅠにおける英国の行動を、
マーストリヒト条約が発効するまでの過程を踏
まえつつ論じていく。

２.２.１　調印過程

　欧州統合推進派は単一欧州議定書（以下、ＳＥ

Ａ）が発効し、一九九二年に単一市場を完成させ
ると決定した段階で、ＥＭＵについての話し合
いを早期に行う必要があると考えていた。とい
うのは、域内市場はＥＭＵとそろうことではじ
めて意味をなすからである。そうしたなかで、冷
戦の終結という大事件が起こった。とりわけド
イツ統一が欧州統合に与えた影響は大きかった。
ジャック・ドロール欧州委員長という強力な
リーダーがドイツ統一を機会として、政治統合
について話し合う流れをつくっていったからで
ある18。これを受けて九〇年四月、独仏共同書簡
が政治統合の具体的な内容や方向を提示し、政
治統合を政府間会議で議題とする土台がつくら
れた。マーストリヒト条約に定められている事
項のなかには、一九八六年に採択されたＳＥＡ
にその基礎が存在するものも少なくない。その
意味でＳＥＡは欧州単一市場の形成を促進させ
る一方で、マーストリヒト条約の基礎を作り上
げる働きも果たしている。故に仏独両国が会議
の議題を設定することは容易であり、短期間で
まとめることが可能であった。こうしてローマ
条約改正について話し合う政府間会議がルクセ
ンブルク、次いでオランダで開催された。勿論、
調印まで平坦に進んだわけではなかった。以下
英国が関わった問題を検証する。
　条約調印の段階で、ＥＣをリードしていた欧
州委員長・ドロールは通貨統合、政治統合を強力
に推進していた。当然の流れとして、この時期の
調印会議では、統合に消極的な大国イギリスと
ドロールとの意見の対立がみられた。
　九〇年十二月にルクセンブルクで始まった
マーストリヒト条約の調印過程において問題と
なったのは、条約の枠組をテンプル型にするの
か、ツリー型にするのかという点であった。「テ
ンプル」とは、「ＥＣ」、「ＣＦＳＰ」、「司法・内
務協力」の三つの要素を並列して柱とする構造
であり、英国などが支持していた。「ツリー」と
は、三要素を一つにまとめる構造で、欧州統合を
連邦制へと導くものとして、ドイツやドロール
欧州委員会などが提唱していた。さらに英国は
マーストリヒト条約の条文中に「連邦制」という
言葉を用いることに激しく反発し、これが原因
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19  田中俊郎『ＥＵの政治』岩波書店，1998年，28ページ
20  もともとオプト・アウトはドロールがルクセンブルクの蔵相会議で提案したものであった。藤井良広『欧州通貨統合』日本経済
新聞社，1991年，161－ 162ページ

21〔力久96_2〕357ページ 保守党内の意見が反対でほぼ一致していた点で同じくオプト・アウトの対象となったEMUとは異なる。
22〔山根92_2〕48ページ
23〔山根92_3〕52ページ ちなみに同論文には、オランダの場合、八三年憲法の九二条・九四条で充分に対応できるため、問題は発
生しないと記述されている。

でルクセンブルクの会議は決裂してしまった19。
　オランダの政府間会議において、これらの問
題は一応の解決をみる。まず、条約をテンプル構
造にすることが決定した。議長国オランダの示
した「ツリー」案が圧倒的多数で否決されたこと
がきっかけで、「テンプル」案が再浮上し、さら
に英国はこの時期に譲歩する態度をみせること
で、ドイツを味方に引き入れドロールを孤立さ
せたのである。こうしてこの点では英国の思惑
通りにことが進んだ。次は、条約の文言から「連
邦制」という言葉を削除するか否かという問題
である。これもフランスやドイツが譲歩するこ
とで、「削除」を求める英国の意向が通る形で決
着することとなった。最後の問題は、英国内の懐
疑派の理解を得るためには避けて通れないＥＭ
Ｕをどうするかということである。結果として
通貨統合第三段階移行に関してイギリスは議会
による承認が必要であることを明記させること
で決着した。これが除外条項（オプト・アウト）
である。これを得たことでイギリスは、マースト
リヒト条約を調印しても単一通貨に組み込まれ
ることはなくなり、政府も国内の懐疑派を説得
し易い環境を得ることになった。またＥＭＵ第
二段階に英国も巻き込んでスタートさせたいド
ロールとしても、オプト・アウトは一時の打開策
として有効であった20。この点では両者の思惑は
一致していた。同様に共通社会政策についても
英国政府はオプト・アウトの適応を求め、認めら
れた。労使関係の問題にＥＣが細かに介入する
ことにより産業競争力に悪影響を及ぼす21という
趣旨からの共通社会政策への反発は、サッ
チャー、メージャー両政権に共通するもので
あった。こうして、英国も調印する環境が整っ
た。
　以上が調印過程の経過である。政治統合を明
確に謡ったこの条約の調印は、その性質上、もっ
と議論が紛糾してもおかしくはなかった。裏を
返せば、このことは調印の作業が概ね順調に進
んだことを示しているのである。

２.２.２　批准過程
　
マーストリヒト条約の「調印」と「批准」を比較
した場合、難航した作業は「批准」の方である。
条約調印が済み、各国での批准という段階に至
り、同条約への批判が沸き起こった。そして批判
勢力の中心はヨーロッパの市民達であった。
　山根裕子氏によれば、マーストリヒト条約批
判の理由や、当時のＥＣが抱えていた問題を把
握するには、次の四つの側面を理解する必要が
あるという。
● 第一に、マーストリヒト条約は、それ以前に
効力をもっていたＥＥＣ条約に較べ、加盟
国のＥＣへの主権譲渡が、その分野におい
ても度合いにおいても、はるかに大きい。

● 第二に、マスコミは、ＥＣがマーストリヒト
条約によって政治統合をめざし、共通外交・
安全保障政策に踏みこむといった報道をし、
加盟国民の猜疑心をあおった。

● 第三に、マーストリヒト条約は、欧州市民権
や共通ビザ政策のように、加盟国の憲法問
題が必ずからむ条項を含んでいるにもかか
わらず、憲法と国内法をどのように改正し、
運営していくかについての準備が各加盟国
で不十分であった。

● 以上の側面に加え、マーストリヒト条約が
発効した場合の予算の問題に関する加盟国
間の利害対立や、ＥＣ委員会官僚に対する
一般的不信などが、条約批准を遅らす原因
となっている22。

以下この指摘を基に、条約の批准段階で起きた
マ－ストリヒト条約の問題を検証する。
　条約批准の段階において、ほとんどの加盟国
政府及び議会は、ある問題にぶつかった。すなわ
ち第三の指摘にある条約と各加盟国の憲法との
整合性に関する事項である。山根氏によると
マーストリヒト条約批准にあたって、この種の問
題に直面する必要がない国はイギリス（成文憲法
がないため）とオランダのみであるという23。英
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24  高柳先男「独仏連携とＥＣ統合の行方」『国際問題』（日本国際問題研究所），ＮＯ．389，1992年，42ページ
25  山根氏は、第一の指摘の事例としてＥＭＵを挙げているが、自国の通貨が消滅することを、自分たちの関与しないところで決定
された欧州市民が、これに反発することは当然であった。〔山根92_4〕48ページ

26〔島野　岡村　田中00_2〕154ページ
27〔大西　岸上95_3〕118ページ
28〔大西　岸上95_4〕157ページ
29〔山根92_5〕51ページ
30〔島野　岡村　田中00_3〕154ページ
31  92年10月のバーミンガム臨時首脳会議における宣言である。European Communities―Commission，“Twenty‐sixth General Report
on the Activities of the European Communities―1992”Office for Official Publications of the European Communities ，1993，pp.1－2，9
－ 12

32  補完性の原則はECは条約により与えられた権限のなかでのみ行動し、「ＥＣが排他的な権限をもたない分野に関しては、加盟国
政府（中央あるいは州政府）が独自におこなうより、ＥＣがおこなったほうが良い成果が得られる場合にのみＥＣが権限をもつ」
というものであり、「権限分担が明白でない場合にはなるべく加盟国政府（中央あるいは州）に権限を委ねることを可能にするた
めに導入された概念であるといってもよい。」ＥＭＵや政治統合などの政策では、それまで以上にＥＣと加盟国間の権限分担問題
が重要になる。補完性の原則は、この種の問題を解決するものとして注目を浴びていた。〔山根92_6〕48－52ページ一部引用　
条文は〔EC93a_2〕pp.112, 36条参照

国との関わりが薄い以上深入りは避けるが、こ
のことが多くの加盟国内に多少なりとも混乱を
招き、条約批准を遅らせたことは確かである。た
だしこの問題は、憲法改正を行えば消滅する一
時的なものであり、条約批准を根底から脅かす
までには至らなかった。
　条約の存在そのものを揺るがすほどの批判は、
前述したようにＥＣ構成国国民から寄せられた
のである。そして、その動きの究極的な形が、デ
ンマークでの国民投票による批准否決であった
といえる。（賛成四九・三％、反対五〇・七％）当
初から反対は多いと予想されていたものの、否
決されるとは想像されていなかっただけに、統
合推進派のショックは大きかった。また、条約批
准に向けて動いていた加盟国政府もこのような
市民の反発を無視することはできず、ＥＣに懐
疑的な加盟国の議員、官僚が勢いづいたことも
あり、この「デンマーク・ショック」後、各地で
欧州統合やその手段に関する議論が巻き起こる
ことになった。さらに先の政府間会議開催を熱
心に提唱したフランスにおいてさえも、条約批
准の是非を問う国民投票の結果は、僅差の賛成
派勝利であり（賛成五一・〇五％、反対四八・九
五％）、かえって市民の反発の強さを示すことと
なった。国民投票を行った最後の一国アイルラ
ンドでは可決はされたものの、投票率はわずか
五〇％であり、国民の無関心さが表れたと指摘
する声もある24。
　マーストリヒト条約批准に際して起こった市
民の反発は、以下のことを意味している。すなわ
ち、多くの加盟国国民にとって縁遠いＥＣ官僚
が、山根氏第一の指摘にあるように、各国の主権

を吸収し中央集権化していくことで、自分たち
の日常のことまでも決定していくことへの不信
感が25、マーストリヒト条約の批准をきっかけと
して、一気に爆発したのである。また政治情勢が
激変していた時期において、市民達は欧州統合
の先行きに漠然とした不安感を感じていた26。さ
らに、複雑なＥＣの法体系を完全に理解してい
る加盟国国民が少ない27ことに加え、マーストリ
ヒト条約自体が分りにくいもの28であったことが
誤解を生み、混乱に拍車をかけたといえる。さら
に第二の指摘によると、そうした不安感をマス
コミが煽るような報道をしたことが、条約批准
をより難航させることになったという29。いずれ
にしても成立の過程で市民からの反発を招いて
しまったことは、マーストリヒト条約の汚点と
なった。以後、ＥＣは、「デンマーク・ショック」
を教訓に、機関のより一層の民主化と、欧州市民
を重視した統合のあり方を模索していくことに
なる30。「A Community close to its citizens」と銘
打たれた宣言を採択し、この宣言や情報公開の
権利に沿って、ECの意思決定過程の透明性を高め
ることを表明した31ことはその表れであった。
　九二年には、こうした国民投票の結果に加え、
その前後に起きた欧州通貨危機による英ポンド、
イタリア・リラの為替相場安定メカニズム（ＥＲ
Ｍ）からの離脱、イギリスとドイツの対立など統
合にマイナスに作用する出来事が連鎖的に発生
した。このために、条約発効が危ぶまれるまでに
なった。こうした状況下で英国が議長国を務め
るエディンバラ会議が開かれた。この会議で、英
国は「補完性の原則」を強調することで事態の打
開を図った32（国内向けの意図については三章で
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33〔山根92_7〕52ページ参照 尚その証拠として、この時期のECは補完性の原則を加盟国国民とECの距離を近づけるものと評価し
ており、共同体の民主化を推進するものとして、盛んに宣伝している。〔EC 93b_2〕pp.1－ 2，9－ 12／European Communities―
Commission，“Twenty‐seventh General Report on the Activities of the European Communities―1993”Office for Official Publications of
the European Communities ，1994，pp.9-11

34  マーストリヒト条約批准完了条件が取り下げられた。村上直久「統合の危機を乗り越え視界は開けたが」『世界週報』（時事通信
社）1993新春特大号22ページ

35  市場拡大につながる統合拡大にイギリスは積極的であった。
36  この区分は力久氏の指摘を基にしている。〔力久96_3〕373－ 376ページ

触れる）。この提案は統合推進に反するものであ
るが、統合推進を望む国も黙認した。何故ならば
統合が危機的状況にあることに加え、欧州委員
会も中央集権化の批判をそらすためにこの原則
を利用していた33からである。さらに最大の課
題、デンマーク問題解決のために、デンマークに
は英国のもつ二項目にＣＦＳＰも加えた三種類
のオプト・アウトを与えた上で再度国民投票を
行うことを決定し、会議は閉幕した。
　エディンバラ会議でのイギリスの行為は先の
条約調印会議と異なり、自国の主張を控えたよ
うにみえる。しかし、この会議の成果とはＥＣの
危機を収束させたものであり、統合深化を進め
たものではない。「補完性の原則」の強調やＥＣ
加盟を求めるＥＦＴＡ諸国への加盟条件の緩和34、
それに伴う統合拡大の推進35など、この会議では
英国の意向が暗に反映されていたといえる。と
もかくデンマークはオプト・アウトの適用を受
けた後、一九九三年五月再度の国民投票で条約
を批准した（賛成五六・八％　反対四三・二％）。
ドイツの憲法問題解決を待って、同年十一月、
マーストリヒト条約は発効した。
　以上、マーストリヒト条約の成立過程で起
こった問題をみてきたわけだが、全体として英
国はレベルⅠにおける交渉を概ね優位に進める
ことができたといえる。ドロールが統合推進の
ために妥協をよしとしたことや欧州統合がデン
マーク・ショックで危機に直面したことが要因
として挙げられよう。

３．英国政府の対マーストリヒト条約政策

　次にレベルⅡの事例すなわち、英国国内の動
きを検証する。具体的にはマーストリヒト条約
の批准をめぐりどのような英国内諸勢力がどの
ように動いたのか、そして政策決定者たる英国
政府が条約にどう対応していったかを把握する。
扱う期間は、これまでと同様、一九九〇年のルク

センブルクでの交渉開始から、一九九三年十一
月の本条約発効まで、政権でいえばメージャー
保守党政権がメインとなる。ただし論の流れを
理解しやすくする必要から、それ以前の時期に
ついても若干触れることとする。

３.１　保守党政権の対ＥＣ政策（一九八〇
年代）

　まず、一九八〇年代の保守党政権のＥＣに対
する基本姿勢を簡単にまとめておく。八〇年代
の英国の政治は、サッチャーを抜きにしては語
れまい。一般的に、サッチャーのＥＣ観とは、「市
場統合はＯＫ、それを超えた欧州連邦への動き
はＮＯ。」というものであるといわれている。
　サッチャー政権のＥＣへの対応をより詳細に
みると、三つに分けることができるという。一つ
目は、イギリスがＥＣ予算の過剰負担分返還を
求めて、他の加盟国と対立した五年間。二つ目
は、域内市場完成のために、各国の先頭に立った
時期。そして三つ目が、ＥＭＵに代表される域内
市場を超える欧州統合への動きに激しく反発し
た時期となる。この三つの区分全てにおいて、一
貫してサッチャーのＥＣ観が色濃く反映されて
いるといえる。ただし、第一、第二の時期と第三
の時期とでは大きく異なる点がある。サッ
チャーの基盤である保守党の意見が、前者では
サッチャー支持で固まっていたのが、後者では
完全に割れてしまったのである36。意見の割れた
理由は、余りにサッチャーが強固な態度をとる
ため、ＥＣ内でイギリスが孤立すること、ＥＭＵ
に取り残されることへの不安が保守党内で生じ
たからである。そしてこのことが、主要閣僚
サー・ジェフリー・ハウの離反を招いた。内政で
は人頭税導入に国民の非難が集まっていたこと
もあって、サッチャーは九〇年十一月の保守党
党首選挙を途中で辞退、任期途中で首相の座を
去ったのである。
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37 〔力久96_4〕 359ページ引用
38  里見修「総選挙へ早くも走りだした英国政局」『世界週報』（時事通信社）1991.12.10，62ページ
39〔力久96_5〕355ページ引用
40〔力久96_6〕355ページ参照
41  村岡健次・木畑洋一編著『イギリス史３』山川出版社，1991年，439ページ
42  マーガレット・サッチャー著　石塚雅彦訳『サッチャー私の半生』日本経済新聞社，1995年， (下)198ページ
43〔山根92_8〕47ページ
44  里見修「総選挙にらみ混迷深める英政局」『世界週報』（時事通信社）1991.6.18，64ページ
45  藤井氏はメージャーが自身との会見のなかで、当時サッチャーに並ぶ党内実力者ヘーゼルタインは政府がより統合に積極的な姿
勢をとるべきとしているが、彼も通貨統合ではハードECUを支持していると語ったとしている。〔藤井91_2〕167ページ

　以上が一九八〇年代における保守党政権の対
ＥＣ政策の概略である。ここで重要な点は、この
時期の末期にＥＣ問題について保守党議員の間
で意見の相違が生じ、それが党首交代の重要な
要因の一つになったということである。このこ
とは、「ヨーロッパ問題をめぐる保守党内部の勢
力配置が、それまでの大枠で指導部の立場を支
持するという勢力が圧倒的多数を占めていた状
況」37の続いていた保守党にとっては、大きな党
内対立の火種が生じたことを意味していた。こ
うしたやや不安定な党内情勢をそのまま引き継
いで誕生したメージャー政権は、マーストリヒ
ト条約発効に向けての作業に取り組んでいくこ
とになる。

３.２　マーストリヒト条約と英国国内諸勢力

　メージャー自身はサッチャーにかなり近しい
人物と見られ、「サッチャーの息子」「サッチャ
レット（サッチャーの代用品）」とまで言われて
いた38。しかし、前節で述べたような党内事情を
抱えていたメージャー政権は、党内の団結、融和
を意識した政策を行うこととなった。その具体
的な政策の内容は、「民営化や規制緩和など新自
由主義の経済理論に基づいたサッチャーの政策
を基本的には受け継いだ」39が、人頭税は廃止し、
ヨーロッパ政策ではサッチャー時代の対決姿勢
を改めるというように40、サッチャー時代に批判
の多かった政策は転換している。彼の政策が「五
五％のサッチャリズム」と呼ばれる所以である。
英国民には、このようなメージャーの政策姿勢
は、右にいくのか左にいくのかはっきりしない
ものと映り、結局メージャーは在任中に前任者
のようなブームらしいブームを起せなかったと
される41。 しかしヨーロッパ政策に関する限り、
サッチャー政権の蔵相時代以来、ECとの関係に

気を配っていた42メージャーの意向が反映されて
いたといえなくもない。以下、本論文のテーマで
あるマーストリヒト条約に対する、メージャー
政権の国内における動きを検証していく。
　メージャー政権は発足後即、マーストリヒト
条約調印問題に対応することになった。英国国
内では政府間会議開催中から既に条約をめぐる
議論が活発に行われており、この点は他の加盟
国と異なるといえる43。では、具体的にどのよう
な議論が存在したのか。
　第一にメージャーの政策決定に最も影響を与
えたであろう保守党の状況を検証する。この時
期には、批准をめぐり、前政権末期にその徴候の
みられた対欧州政策についての党内対立が本格
的に深まってきていた。先にも触れたが、サッ
チャー前首相に代表される保守党の欧州統合懐
疑派は域内市場の形成を超える統合には反対で
あり、マーストリヒト条約は受け入れられない
ものであった。彼らは党内に「前進」というグ
ループを結成、ECやサッチャーを党首より追い
落としたマイケル・ヘーゼルタイン環境相に妥
協的な態度をとるメージャーを「誤った方へ向
かないように導く」として圧力をかけた44。他方
で、サッチャー時代の「光栄ある孤立」という立
場をＥＣ内でとることで、英国がＥＣにおいて
第二集団に取り残されることに不安を抱く保守
党議員も少なくなかった。とはいえこの勢力も、
条約を全面的に受け入れるというわけでもな
かった。例えば、自党の理念に反する共通社会政
策を保守党の大勢が拒否したことは、先に触れ
た通りである。EMUにしても、ハードECUとい
う英国独自の主張を推す声も多かった45。つまり
このグループは、英国を欧州で孤立させるよう
な過激な政策は支持できないが、主権が侵害さ
れることには抵抗を感じていたといえる。この
保守党の底流に存在する新段階の統合に一定の
距離を置く傾向は、大仕掛けの企画には懐疑的
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46  英国保守主義者の基本的教義については〔川勝　三好99_2〕3章を参照
47  サッチャーと団体の関連の強さはグループの綱領に示された欧州像にも表れている。要約すると、「欧州諸国はそれぞれ異なった
歴史、文化をもっている。独立を維持した上での貿易に力を入れた自発的協力、自由な連合は、官僚の運営するECより強い。」と
いうもので、ほぼサッチャーの考えと一致している。〔藤井91_3〕160－ 161ページ参照

48〔藤井91_4〕163－ 165ページ
49  この時期の労働党については、〔力久96_7〕第八章を参考にした。
50  フェデラリスト運動については〔藤井91_5〕158－ 160ページを参考にした。
51〔力久96_8〕270ページ
52〔力久96_9〕357ページ
53  この審議において保守党から反対二二、棄権一の造反があったが、労働党の棄権、自民党の賛成によって可決された。里見修，
「『身内の反乱』で苦境のメージャー英首相」『世界週報』（時事通信社）1992.11.10，21ページ
54  政府がそう考えた理由は、第二読会で可決されれば、第三読会で否決された事例は少ないからである。〔里見92_2〕21ページ
55〔力久96_10〕404－ 405ページ
56  国民の七六％は条約批准に反対しているという九月一二日付「デーリー・スター」の調査があり、国民投票が行われれば否決は
必至であった。天野和利「反ＥＣ勢力の台頭に苦悩するメージャー政権」『世界週報』（時事通信社）1992.10.20，24ページ

に接し、変革は受け入れるが、それは現存する
社会構造に脅威を与えない範囲で許されるとす
る保守主義の思想に由来するといえよう46。
　保守党以外の国内勢力においても様々な意見
がある。統合懐疑派の活動で無視できないのは
「ブリュージュ・グループ」である。この団体は、
八八年九月にベルギーのブリュージュで行われ
たサッチャーの演説をきっかけとして、八九年
二月に当時のオックスフォード大学の学生が設
立した圧力団体である。九一年にはサッチャー
を名誉総裁とし、且つ、多くの懐疑派保守党議
員も参加していたことで、この団体は単なる圧
力団体以上の力を持ち、英政府に多大な影響を
与えることとなった47。その力は、九一年六月に
「英国の拒否権と通貨同盟IGC」という秘密ペー
パーを保守党議員に流し、暗にマーストリヒト
条約に対し拒否権を発動するよう、首相に迫っ
た時に示された48。
　条約賛成派国内アクターの代表は、ニール・キ
ノック党首の下で党の改革を推進していた野党
第一党の労働党である。彼らは一部左派の反対
はあるものの、マーストリヒト条約には基本的
には積極的な立場をとっていた。特に政府が共
通社会政策のオプト・アウトを得たことを、統
合に消極的な態度であると批判していた49。ま
た、一般には統合への不信感が強いとされる英
国民の間にも、統合推進の動きは存在した。九
一年二月九日にはロンドンで、国際団体の「ヨー
ロッパ運動」、教育慈善団体「フェデラル・トラ
スト」、市民団体の「憲章八八」という欧州統合
を目指す三団体で構成された集会が開かれた。
聴衆は二〇〇人を超す盛況であったという。さ
らに、会場には八九年に保守党党首選でサッ

チャーに挑んだアンソニー・メイヤー議員も姿をみ
せた。サッチャー退陣後このようなフェデラリスト
（連邦主義）運動は英国でも確実に成長しており、党
や国境を越えた運動として力を持っていた50。
　このような状況下において、メージャー自身は
ＥＣに対して、サッチャー時代の対立的な態度を
改め、協調的アプローチへの転換を図っており、
条約によって欧州連合を樹立することには同意で
きるとしていた。しかし党内の懐疑派への配慮か
らＥＭＵには明確に賛成をすることができず、ま
た、保守党の大多数が反対する社会憲章の受け入
れも拒否するという態度で、マーストリヒト条約
の交渉に臨むこととなったのである51。
　前章で触れたレベルⅠでの交渉の結果、ＥＣか
らオプト・アウトを勝ち取ったメージャー政権
は、一部の急進的な欧州統合懐疑派を除けば、と
りあえず保守党内をまとめることに成功した52 。
加えて九二年四月の総選挙が政権交代の起こり得
る伯仲したものであったことが保守党の団結を促
した。したがって五月二一日の第二読会では問題
なく、条約批准の動議が採択された53。 これを政
府は条約の事実上の批准と考えた54 。二章で記し
たように、他の加盟国が批准作業に予想外に手間
取ったことと対照的である。
　だが同年六月の「デンマーク・ショック」の影
響は英国内においても甚大であった。これを契機
に保守党内懐疑派の勢力が拡大していくのであ
る。例えばマーストリヒト条約を見直し、ＥＣの
拡大や市場の自由化に重点を置くべきという内容
の「新たなるスタート」早朝動議に、八四人の保
守党議員が署名をしている55。またサッチャー前
首相は、条約批准を国民投票にかけることを強く
求めていた56。さらに九月の通貨危機、一〇月の
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57〔力久96_11〕384－385ページ
58  通貨危機以降、政権の支持率は急落していたことが一層、党内融和への関心を高める要因となった。
59〔力久96_12〕385ページ
60〔力久96_13〕385ページ
61  賛成二九二票、反対一一二票保守党からの造反は四一票と条約批准過程で最多であった。
62  天野和利「楽観は許されない英国の条約批准」『世界週報』（時事通信社）1993.6.15，20ページ
63  九二年七月以降、保守党の支持率は労働党を上回ったことがなく、九三年五月以降、その差は一五％前後に達していた。Colin
Rallings  Michael Thrasher “BRITISH ELECTORAL FACTS 1832－ 1999”Ashgate，2000，pp.294

64  佐藤信人「メージャー英政権の信任案を可決」『世界週報』（時事通信社）1993.8.17-24，92ページ

フランス国民投票の接戦によって統合懐疑派は
より勢いづいた。こうした流れを反映して、一〇
月の党大会で懐疑派は気勢を上げ、十一月の第
三読会では条約批准の審議再開を求める動議が
保守党議員の造反のために、三票差のきわどい
可決という結果となった。こうした動きにより、
反ＥＣ派は政府にデンマークが条約批准を達成
するまで、イギリスも批准を延期することを決
定させたのである57。このように英国政府も他国
同様、条約批准に行き詰まることとなった。
　一方、親ＥＣ勢力の動きはどうであったか。保
守党内ではやや押され気味の賛成派であったが、
野党の労働党、自民党はＥＣへの協調姿勢を変
えておらず、批准に対して棄権や賛成の立場を
とり、単に議会で批准するだけであれば充分な
勢力を築いていたといえる。
　条約批准を目指すメージャー政権は、しかし、
党内融和を重視することから強引な手法をとら
ず、党内の統合懐疑派の説得に取り組んだ58。Ｅ
Ｃ諸国からの批判を甘受してまで、先の通貨危
機で離脱したＥＲＭを修正しない限り復帰には
応じないと表明したことや、前出の条約批准の
延長を行ったことは、その姿勢の表れといえる。
ここで政府がさらなる説得材料として用いたの
が、「補完性の原則」である。九二年十二月、英
国が議長となって開かれたエディンバラ欧州理
事会で、補完性の原則がより一層強調されたこ
とは、保守党指導部が統合懐疑派を懐柔しよう
とした最大限の努力の現れであるという59。他方
で懐疑派の要求する条約批准を国民投票に委ね
ることは認めず、いつでも批准を行える態勢は
維持し続けた。
　こうしたなか、翌九三年の五月には注目され
ていた二度目のデンマークの国民投票で条約賛
成の結果が出た。ところがメージャーの期待に
反して、保守党内における統合懐疑派の勢いが
衰えることはなかった60。 議会において保守党の
統合懐疑派は、場合によっては野党と手を組む

という政党政治の「禁じ手」を用いてまで、条約
批准を阻止しようと動いたのである61。 「デン
マーク・ショック」に勢いづいた懐疑派をみて、
条約批准を延期した英国政府であるが、結局、そ
の間に状況は好転しなかったのである。とはい
え、政府もＥＣ諸国への配慮からこれ以上批准
を先延ばしすることは不可能であった。同月英
国下院での条約批准の表決が行われ、票差一八
〇で賛成派が勝利した。労働党の棄権が保守党
親ＥＣ派に利益をもたらした結果であった62。尚
も懐疑派は上院での反対運動、国民投票実施の
要請や法廷闘争で批准阻止を図った。遂には条
約の破棄を狙う保守党懐疑派によって、社会労
働憲章のオプト・アウトに関する政府動議が下
院で否決される事態が発生した。これを受けて
メージャーは、条約批准をかけて自身の政権の
信任投票案を提出するという最終手段で、事態
の打開を図った。当時保守党の支持率は低迷し
ており63、このような状況において、保守党の統
合懐疑派も信任投票を否決してまで、条約を潰
す勇気はなく、遂に屈服した64。こうしてようや
く条約批准の環境が整い、一九九三年八月二日
イギリスは、マーストリヒト条約の批准を完了
した。

３.３　英国政府の対マーストリヒト条約
政策の総括

　
　以上がイギリス政府がマーストリヒト条約発
効までに行ってきたプロセスである。最後に総
括として、メージャー政権の欧州政策にみられ
る特徴について述べてみたい。
　メージャー政権の対ＥＣ政策の特徴は、サッ
チャー政権との比較で明らかになる。すなわち、
政権の移行に伴い欧州統合に逆行する政策を英
国政府がとる場合の動機が変質したのである。
サッチャー時代欧州統合政策への賛否を決定す
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65〔力久96_14〕386－ 389ページ参照
66  メージャー政権の対欧州政策にみられる特徴に関する記述は 〔力久96_15〕375－ 376ページを参考にした。

る基準は、「その政策が英国の国益に合致するか
否か」であったという。新自由主義を信奉する
サッチャーにとっては自由貿易、域内市場統合、
そしてその範囲を拡大させるＥＣの拡大は是で
あり、ＥＭＵ、政治統合などの英国主権に介入す
る統合深化の政策は否という明快な判断基準を
持っていた。
　ではメージャーはどうか。彼自身は共通社会
政策のオプト・アウトという決定に関する限り
はサッチャーの意向を受け継いだといえるであ
ろうが、これまでの言動からわかるようにサッ
チャーよりも柔軟なＥＣ観をもっていたことは
確かである。しかし他方で、マーストリヒト条約
批准をめぐる保守党の内部対立は近年見られな
かったほど深刻なものであったといわれる。そ
こでメージャーは自らの意見を曖昧にすること
で、党内の意見をまとめようとした65。その結果
英国政府の条約批准までの道程は統合懐疑派の
活動に振りまわされ、調印まで紛糾、批准過程初
期は平穏、再び紛糾と二転三転することとなっ
た。だが仮にメージャーがサッチャーのように
自らの意見を強固なまでに主張するならば、最
悪の場合、党分裂の可能性は否定できなかった
のである。以上の背景から考えるとメージャー
のとった欧州統合への逆行（ＥＭＵのオプト・ア
ウト、条約批准の延期など）は、その多くが保守
党の統合懐疑派を説得するためのものであった
といえる。しかしこれは、「保守党の団結維持」と
いう党益を重視した結果生まれた対応であり、
国益を重視していた（結果として国益にかなっ
ているかどうかは別として）サッチャーの対欧
州政策の行動基準とは大きく異なっている66。 労
働党はほぼ賛成派であり議会での批准は確実で
あったことや、国民投票を実施しない限り、割り
切ってしまえば、世論や圧力団体に配慮する必
要がなかったことも、政権の関心が党内に向い
た理由であろう。善し悪しは別として、この当時
の英国政府の視点がどこにあったのかを明確に
することは、次の政策過程分析において重要な
題材となるであろう。

４．政策過程分析

　これまで英国政府が国際交渉でどのように行
動したか、英国内のアクターが各々どのように
行動し、英国政府はどのように利害調整を行う
ことで条約批准にこぎつけたのかについて検証
してきた。そこでこれらレベルⅠ、Ⅱ双方で発生
した事象の関連性を二レベル・ゲームを用いて
分析することで「英国政府の対マーストリヒト
条約政策の決定過程」の全貌を明らかにしてい
きたい。
　分析を行うにあたり、その対象について明確
にしておきたい。レベルⅡの過程でみてきたよ
うに、英国の条約への対応は混乱、安定、混乱と
約三年間で目まぐるしく変化した。そこで便宜
上、九二年六月のデンマーク・ショックを一つの
基準とし、それ以前とそれ以後に局面を分けて
分析を行うことにする。

４.１　英国政府の条約に対する方針

　最初に英国政府の対条約方針について振り
返っておく。メージャーと彼の率いる政府が本
事例の交渉者に当たるわけであるが、前記の通
り、本来パットナムのモデルでは交渉者は私的
見解を挟まずに交渉に取り組むものとされてお
り、これにしたがえば、英国政府の考えを分析に
加えることは不適切といえる。しかし本論文で
は、英国政府を中心に据えた条約批准の分析を
行っており、加えてイギリスでは外交・防衛分野
において首相の権限が強いため、首相の意向は
どのアクターよりも政策決定に影響を与えるこ
とになる。（サッチャーはその最たる例。）さらに
メージャーが一定の裁量権を持っていたことも
考慮するならば、政府を分析対象から外すこと
はかえって不自然である。以上の理由から、メー
ジャー政権の思惑に関する検証も行うこととす
る。
　メージャーの本心がどこにあったのか不明確
な点も多いが、表向き彼が欧州統合に対しとっ
た行為は以下の通りである。対外的には欧州連
合や政治統合を謡うマーストリヒト条約を受け
入れることは可能であり、英国の孤立を防ぐた
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67  メージャーはEMUに「英国が参加しないわけではない」と含みをもたせた発言をしている。足立謙二「ＥＣ首脳会議、『欧州同
盟』創設で合意」『世界週報』（時事通信社）1992新年特大号，93ページ

68  条約批准を目指したということは、メージャーは政策選好をサッチャーほどもっていないといえる。加えて、前政権末期のハウ
離反のように、EC問題に端を発する政権を揺さぶるほどの閣僚の反乱という事象もこの時点のメージャー内閣には見受けられな
いことから、条約批准に関する限り、内閣はメージャーの意思に従う一枚岩と見なしても大きな矛盾は起こらないと考えられる。
以上から政策選好を持たない一人の指導者が一国の代表たる交渉者となるというパットナムモデルの前提はかなり自然な形で満
たされ、モデルを用いる際の留意点の一つは解消されたといえる。

69〔力久96_16〕278－ 281ページ

めにも条約に参加したいというのが政権の基本
姿勢であるといえる。しかし同時に、統合を連邦
制につなげる動きや共通社会政策は認めず、機
会があれば「補完性の原則」の効力を強調しよう
とするしたたかな統合慎重派国家の代表として
の顔も持っていた。他方国内においては諸アク
ター、特に保守党内の対立に気を配った。メー
ジャー自身が右派出身であることから、左派の
条約賛成路線を採用することで党内バランスを
とりつつ、懐疑派説得のためにＥＭＵを一時棚
上げするという現実的な統合推進派としての性
格をみせた67。両方の面で共通するのは、条約は
批准させたいという意思である。この意思を完
遂すべく、メージャーは表向き柔軟な姿勢をと
りつつ、様々な手段を講じることとなる。以上か
ら、パットナムモデルにおけ「交渉者」とメー
ジャー政権は無理なく一致するといえる68。

４.２　第一局面（一九九〇年～九二年六月）

　この時期のイギリス政府の対欧州政策には
ウィン・セットの原則②がそのまま適用できよ
う。具体的には英国はウィン・セットの小ささを
最大限に利用し、レベルⅠでの交渉（ルクセンブ
ルク、オランダにおける条約調印交渉）で有利な
立場と利益を得、この成果を誇示することで国
内の批准作業を推進できたと考えられる。以下、
この仮説を証明していく。

４.２.１　第一決定要因から見るウィン・
セットの大小

　この要因では、孤立主義者と協調主義者の相
対的な大きさでウィン・セットが決まる。そして
結論は第三章を見れば明らかである。保守党内
だけを取り上げても、統合懐疑派と賛成派のど
ちらか一方が圧倒的に優位という状況ではなく、

首相自身が党内情勢に気を使わねばならなかっ
たことは繰り返し述べてきた。まして、党内融和
に関心の高いメージャーが政策決定者である限
りにおいて、保守党の混乱のみで充分にウィン・
セットは小さいと判断できよう。以下、各アク
ターの主張や動きを列挙しておく。
　条約に反対する勢力はサッチャーを中心とす
る市場統合以上の統合は国益にならないと主張
するグループとECに対する不信感から漠然と条
約に反対する七割以上の国民とに大別できよう。
とりわけ前者が条約交渉の場で政府が妥協しな
いように圧力をかけていた。
　条約に賛成する国際協調派アクターは個々で
意見の差異が見られる。保守党内に存在する親
ＥＣ勢力は共通社会政策には反対。野党第一党
の労働党は党内改革の一環、EC離脱という公約
を掲げて敗北した八三年総選挙の反省、二大政
党制において保守党との違いを鮮明にするなど
の意図69から、マーストリヒト条約には積極的な
立場を採っていた。共通社会政策のオプト・アウ
トへの反対は保守党との違いが鮮明に表れてい
る。また、フェデラリスト運動が英国でも存在
し、力をつけていたことも上述の通りである。
　このように国内での孤立、協調派の勢力伯仲
に加え、条約の問題は外交課題であることから
問題の政治化は避けられず、この点でもウィン・
セットは小さくなるといえる。

４.２.２　保守党の内部事情とウィン・
セット

　これまでの記述から明らかだが、国内諸勢力
のなかで保守党ほどメージャーの政策過程に影
響を与えたアクターはない。では何故保守党が
ここまでの影響力をもったのか。第一に保守党
の内部対立が、「分裂」という言葉が見え隠れす
るほど激しかったことがある。この紛争は表向
き、マーストリヒト条約をめぐる問題であった
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が、その裏には任期途中で下野させられたサッ
チャーのヘーゼルタイン派への怒り70や、保守党
内に内在する二種類の異なる思想、「トーリー」
と「自由主義」のバランス71、大企業のＥＭＵ支
持と中小企業の反対72といった要素が絡んでい
た。このため党内対立がより激しくなり、メー
ジャーは政権の足元を安定させるために、常に
与党に注意を払わねばならなかったのである。
第二の理由として、保守党党首の権限が挙げら
れる。保守党の党首は内閣（野党時には、「影の
内閣」）閣僚、党委員長、他の党本部主要役員の
任命権を有し、一見強い立場を党内で保ってい
るように思える73。しかし、実際には党首の権限
は諸制限事項によってかなり制限されており、
党内における党首の立場は必ずしも強力とはい
えない74。党首の選出法に選挙を採用してから
は、党首の立場は一層弱体化した。これは強力に
首相主導型の政治を推進したエドワード・ヒー
スやサッチャーが、党の支持を失ったため、党首
選によりあっけなく首相の座を追われたことか
らも証明できる。党に拘束され、指導力の発揮で
きない党首＝首相。この構図はウィン・セットを
小さくする。

４.２.３　批准過程とウィン・セット

　英国の対外政策において首相の責任は大きい。
近年、首脳会談の増加によってこの傾向はさら
に高まっている。一方議会は支出関連を除くと
外交での公的権限は弱い。条約批准に関する公
的役割も与えられていない75。したがってウィ
ン・セットは大きくなる。しかし、メージャーは
独断型の指導者とは決していえない。議会、とり

わけ保守党への配慮をかなり行っている。政府
提案を拒否しかねない国内勢力が存在している
からである。このように第二のウィン・セット決
定要因を総合的にみれば、やはりウィン・セット
の小ささが目立つ結果となる。

４.２.４　レベルⅠにおけるイギリスの交
渉戦術

　オランダにおける交渉で、英国は「テンプルの
採用」、「連邦制という用語の削除」、「オプト・ア
ウト」という三つの条件をＥＣに認めさせた。一
刻もはやく通貨統合を成し遂げたいドロールら
統合推進派には、英国を置いて先に進むという
選択肢もあった。しかしドロール達は、英国政府
に国内説得の材料を与えたのである。この選択
は、これまでの経緯から強固な反対派が英国内
に存在することを理解していたドロールや独仏
が76、条約成立のために自らの理想を抑え、前政
権よりはるかに柔軟なメージャー政権と結託し
て、英国内の統合懐疑派の変革を図った結果と
解釈することができる。いずれにせよEC諸国か
らの歩み寄りがあったという事実から、英国政
府は先の仮説通り、ウィン・セットの小ささを活
用し、交渉からかなりの利益を引き出した上で、
合意に達したといえる。

４.２.５　国内での批准の可能性

　ウィン・セットが小さいことは交渉には有利
に働くが、国内諸勢力の説得を困難にする。とこ
ろが前述したように、デンマーク・ショックまで

70  サッチャーの回顧録のなかに「ヘーゼルタインが党首として問題外」という記述がある。マーガレット・サッチャー著　石塚雅
彦訳『サッチャー回顧録』日本経済新聞社，1993年，478ページ

71  「トーリー」は道徳、社会の安定、当面の状況を重視する。「自由主義」は市場経済の達成を目指す。一般に保守党員はこの二つ
の思想両方を合わせ持ち、本来はこのことで対立が起こることはない。しかしサッチャー党首が党を自由主義に傾倒させてしまっ
たことで、党内対立が起こったとされる。〔川勝　三好99_3〕62－63ページ／マイクル・モラン著　犬童一男監訳『イギリスの
政治と社会』晃洋書房，1988年，114－ 117ページ

72  藤原豊司「ＥＭＵ入りためらうブレア政権」『海外事情』（拓殖大学海外事情研究所）2000年１月号Vol.48，58ページ
73 〔川勝　三好99_4〕171－ 175ページ
74 〔マイクル88_2〕102－ 106ページ
75 〔川勝　三好99_5〕171－ 175ページ
76 〔藤井91_6〕162ページ 尚、〔Evans Jacobson Putnam93_3〕六章では交渉者は相互に相手のレベルⅡにおけるゲームの様相をつか
んでいない場合が多く、それ故ウィン・セットをわざと小さく見せるなどの方法でレベルⅠの交渉を自国に有利なように導こう
とする。結果、ウィン・セットの正確な情報がない場合、より相互に利益となる合意に達しにくいとしている。ここでの英国と
ECの交渉は、正にこれとは反対の事例といえる。
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は、与党は比較的団結して批准作業を進めた。で
は政府は保守党をどのように説き伏せたのか。
条約批准を推進するメージャーはサッチャー達
反EC派への立場を強める戦略をとったのであ
る。（第三のウィン・セット決定要因参照）まず、
前出の「前進」というグループを懐疑派が結成し
た直後に、政府はサッチャーを含む首相経験者
に国庫から年間三万ポンドを支給するという法
案を提出、可決している。これは「サッチャーへ
の口止め料」という意味合いがあったとされる77。
次に、九二年二月の調印後はオプト・アウトが反
EC派説得の強力な材料となった。そして、一九
九二年の総選挙である。保守党はサッチャー政
権下での人頭税導入以来、党支持率が低下し続
け、政党支持率では労働党に遅れをとっていた78。
これを反映して、九一年五月の統一地方選挙に
おいて保守党は惨敗している79。九二年四月の総
選挙期間中も政党支持率では労働党が優位に立
ち続け、保守党にとってはきわどい選挙戦と
なった。
　しかし条約批准過程という見地からは、この
きわどさはプラスに働いた。危機に直面した状
況で党首に反抗し、党内対立を国民の前にさら
すことは得策ではないと統合懐疑派の保守党議
員は考え、選挙前には条約批判を控えたのであ
る80。さらに国民の関心はEC問題より国内の不
況対策の方に傾いており、声高に条約反対を叫
んでも票と結びつかなかったといえる。ともか
く選挙そのものが批准過程にもたらした影響は
大きい。そして選挙に辛勝した保守党の条約批
准問題に関する混乱は、選挙後も暫く小康状態
を保ったのである。このようにして政府は保守
党懐疑派を説得し、批准作業を進めたのである。

４.３　第二局面（九二年六月～九三年一一月）

　批准に向けて進み出した英国が「デンマーク・
ショック」を契機に再び混乱した。しかもこの状

態は先の混乱より激しく、一年以上継続した。な
ぜこのようなことになったのか、パットナムモ
デルを通して分析していく。

４.３.１　反EC派の思惑

　基本的にはデンマーク・ショック以前と以後
で各国内諸勢力の意見に大きな変化は見られな
い。ただし保守党内の統合懐疑派が、選挙前に抑
えていた主張をより激しく唱え始めたことで、
ウィン・セットはさらに小さくなったともいえ
る。そもそもサッチャーを中心とした反ＥＣ勢
力は市場統合を超える通貨統合には反対であり、
二項目のオプト・アウトのみでマーストリヒト
条約を受け入れるつもりはなかった。デンマー
ク・ショックはこうした懐疑派に絶好の活動再
開の口実を与えた。これ以降懐疑派は、マースト
リヒト条約批准を潰す行動をとることになる。
ここまで大胆な動きをとれたのは、まず「仏国民
投票」、「通貨危機」といった懐疑派に有利な状況
が続いたこと、次に政権の求心力が低下したこ
とがあった81。政権支持率の低い状況では、どれ
ほど首相に反発しようとも、メージャーは政権
を失うことを覚悟で解散には出ないという計算
もはたらいていた。この懐疑派の行為から、先の
保守党内対立が沈静化した要因でより大きく作
用したのは選挙の方であったといえる。オプト・
アウトによる説得が成功していれば、懐疑派が
再び動く理由はないからである。

４.３.２　批准過程とウィン・セット

　サッチャーはもう一つの反対勢力である国民
との連携も模索した。それが国民投票の要求で
ある。山根氏は「どの加盟国でも、複雑極まるＥ
Ｃの制度には無知あるいは無関心な市民が多い
のであるから、（中略）国民投票をすれば、市民

77 〔里見91b_2〕62－ 66ページ
78 〔里見91b_3〕62－ 66ページ参照
79   この選挙で保守党は八九〇議席を減らしている。敗因をインデペンデント紙は「長期政権に対する人心の飽きに加え、失業数の
増加、景気低迷、VTA（付加価値税）税率引き上げなど経済・雇用政策に対する国民の不満が反映された」と報じている。〔里見
91.a_2〕

80 〔力久96_17〕358ページ
81  通貨危機は長期の不況に拍車をかけた。さらにラモント蔵相や反ＥＣ議員のスキャンダルが暴露されたことが、政権にも党にも
打撃となった。草野徹「国は威信を失い、政治家は自信を失った英国」『世界週報』（時事通信社）1993新春特大号　25－26ページ
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は政府や議会よりもナショナリストで混沌とし
た反応をすることは明らか」であり、サッチャー
はそこを見抜いていたと指摘している82。二レベ
ルゲームの視点で見ると、国民投票は批准過程
を複雑にし、国民というアクターを直接批准過
程に参加させるという二重の意味でウィン・
セットを小さくし、条約批准を困難にしてしま
う。保守党内の対立で手一杯なメージャーがこ
の要求を、懐疑派を納得させる手段として受け
入れなかったのは当然であった。

４．３．３　レベルⅠにおけるイギリスの交渉戦術

　この時期においても英国は「補完性の原則」を
強調するという自国の主張を通した。これは
ウィン・セットの小ささに加えて、デンマーク・
ショックを受けて、マーストリヒト条約が危機
に直面したことが、ＥＣ内では条約に慎重なイ
ギリスに有利に作用したといえる。ウィン・セッ
トの観点でみると、英国は自国と同様、条約批准
に慎重な各加盟国国民に補完性の原則を提示す
ることで、交渉相手国内のウィン・セットを拡大
しようとしたといえる83 。一方で、欧州委員会や
独仏も条約批准の予定外の難航から、補完性の
原則に事態の打開を託さざるを得ず、英国の主
張に追随したといえる84。
　また、エディンバラ会議で英国は議長国で
あったが、状況が状況だけに、より統合を推進さ
せることを求める意見も出ず、取り敢えずデン
マーク問題を決着させたことで、議長国の責務
を果たしたと評価された。議長国として統合の
成果を上げることが国内では必ずしも得点にな
らない85 メージャー政権には、デンマーク・
ショックから続く一連のＥＣ内における混乱は、
この点でも幸運をもたらしたといえる。
　しかし、レベルⅠにおいて、独仏が英国を残し
て条約批准を進める危険性が常に存在していた

こともまた事実である。さらにレベルⅡで用い
る強力な反対派説得材料を得ることもできな
かった。というのもＥＣにオプト・アウト以上の
譲歩を求めれば、ＥＣ内で孤立する可能性が高
く、メージャーとしては、そのような事態は避け
たかったからである。

４.３.４　国内での批准の可能性

　批准を目指す政府と批准そのものを認めない
懐疑派との間に妥協が成立する余地はほぼ存在
しない。この局面での混乱が長引いた要因の一
つにはこのことがある。さらに第一局面のよう
に国内の反対勢力に影響力を行使するような材
料を英国政府はもっていなかった。このことは
この時期に政府が講じた懐疑派懐柔策が、批准
審議の延長と補完性の原則という消極的なもの
であったことからも明白である。ところが政府
が期待したデンマーク二度目の国民投票も混乱
を鎮められなかった。結局、懐疑派はデンマー
ク・ショックを活動再開のきっかけとして利用
したにすぎず、デンマーク自体に関心をもって
いるわけではなかったのだ。デンマークの再投
票は、むしろ英国が批准すれば条約発効という
状況を生み出し、批准先延ばしという英国政府
のウィン・セット拡大手段の一つを奪ってし
まったのである。メージャーがとり得る手段は
信任をかけた強行突破しか残されていなかった。

４.４　英国の対欧州政策の総括と今後の展望

　マーストリヒト条約は新段階に入った欧州統
合を象徴するものであり、これへの英国の対応
が将来の英国と欧州の関係を考える上で重要な
意味をもつと考え、パットナムモデルを通した
分析をここまで行ってきた86。総括すると、英国

82  〔山根92_9〕47ページ引用
83  ただし、欧州の国民がこの原則についてどれほど関心があるのか疑問視する意見もある。村上直久　天野和利　梅本逸郎　吉永
幸男「ぎりぎりまで足並みそろわぬ欧州諸国」『世界週報』1992.11.10，10－ 12ページ　

84  無論、反発も存在した。ベネルクス三国や南欧諸国は難色を示していた。ドロール委員長も九二年一〇月のバーミンガムＥＣ首
脳会議にて、補完性の原則が欧州委員会の権限を削減するものではないという趣旨の発言している。〔村上　天野　梅本　吉永
92_2〕11－ 12ページ

85 〔村上　天野　梅本　吉永92_3〕13ページ
86  論の流れを削ぐため脚注という形になったが、二レベル・ゲームの総括も行っておく。幸いにも今回の事例には、懸念のあった
ウィン・セットの決定要因を無理なく当てはめることができ、二レベル・ゲームを分析に用いた選択は、少なくとも失敗ではな
かったと確信している。
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国内でのマーストリヒト条約、及び市場統合を
超える統合に関する意見は未だにまとまっては
いない。そしてこれを逆手にとり対外的にはオ
プト・アウトや補完性の原則の強調を勝ち取っ
たことから判断するに、前政権より柔軟とされ
るメージャー政権もＥＣに対して一定の距離を
置いていたようである。三章の最後にも触れた
が、政府は批准過程に参加していた国内諸勢力
のなかでも「保守党」に関心を払っていた。この
傾向はとりわけ第二局面において顕著になるが、
それはそれだけ第二局面での抵抗が激しかった
ということである。第二局面が長引いた理由は、
政府が反対派を封じる強攻策をぎりぎりまで打
たなかったこと、政府の用意した懐疑派説得材
料に懐疑派が納得しなかったこと、とはいえ政
府がこれ以上ＥＣに対し新たな説得材料を求め
ることも不可能であったことが挙げられる。つ
まり政府は懐疑派説得の手段がなく、時間稼ぎ
をしていたため長引いたということである。
メージャーは最後には強硬手段に出たが、これ
は懐疑派を説得できなかったことと同時に、四
分の三が条約に反対である国民に対しても政府
は納得のいく説明が出来なかったことを示して
いる。
　しかし問題が根本から解決したわけではない
とはいえ、結果としてメージャーはこの難しい
状況下で、自らの政権を維持しながら保守党を
分裂させることなく、条約批准を成し遂げた。対
外的にみれば、英国をＥＣ内で第二集団に貶め
ることなしに、オプト・アウトや補完性の原則の
強調をＥＣに設けることに成功した。これらの
行為には、内外の統合推進派からの批判はある
が、マーストリヒト条約がEC各国の国民から猛
反発を受けたことを考えるならば、現実に根ざ
した要求であったという評価もできよう。これ
らの成果は、人当たりが良く「政治にとって最も
必要なことは忍耐力である」と言っていた87メー
ジャーが自身の持ち味を発揮した結果である。
歴代保守党党首のなかではあまり高い評価を得
ていないメージャーであるが、この時期の英国

の代表が彼でなければマーストリヒト条約の発
効は大幅に遅れていた可能性が高い。サッ
チャーでさえ処理に失敗したこの局面を裁いた
手腕も正当に評価されるべきであろう88。
　以上の総括を踏まえて、英国が今後マースト
リヒト条約を基礎とする欧州統合の新段階に対
し、どのような政策をとっていくのかについて
可能な範囲で考えていく。ＥＣ加盟を表明して
以降、英国政府は基本的に統合の動きに同調し
てきた89。条約批准後、オプト・アウトが消滅す
る流れであることも合わせて考えると、今後英
国は、ＥＭＵまでは統合に同調すると推測でき
る。他方で新段階の欧州統合への英国国内の意
見は一致していない。このことを利用し、必要が
あればＥＣ官僚主導の行き過ぎた統合に一石を
投じる戦略を今後も採用していくであろう。同
時にレベルⅡにおける意見調整の難解さも当面
続くであろう。この点で注目すべきはやはり、
メージャーが避けた国民投票という手法をブレ
アが採用する可能性が高いということである。
国民の六一％が反対している90ＥＭＵを直接国民
に問うことはそれだけで画期的なことである。
この投票の過程での各勢力の行動、投票結果、後
の政府の対応が英国の対欧州政策の転換点にな
るかもしれない。
　しかしながらブレア政権は、発足後一貫して
ＥＭＵ参加を宣言しているが、未だに具体的な
政策決定時期を示せないでいる。というのは、そ
れに伴う国民投票での勝算が見えてこないから
である91。万一、国民投票でユーロ拒否の結果が
出れば、政権への打撃は避けられない。ＥＵ内で
の指導的地位を失うことを懸念する声もある。
本論文では統合賛成派としたが、労働党にも懐
疑派は相当数存在する。投票結果次第では、ブレ
アもメージャーと同じ苦悩を抱えることになろ
う。故にブレアは投票の時期を慎重に見極めよ
うとする。ユーロが期待通りの強力な通貨とな
り、英国民がＥＭＵ不参加を重大な損失と考え
た時が最大の好機である。しかしブレアの任期
中にその様な状況が生じる保証はない。このま

87  「人物交差点」『中央公論』（中央公論新社）1991.新春二月号，180－ 181ページ
88  岡山勇一　戸澤健次「サッチャーの遺産」晃洋書房　2001年は、92年選挙を勝利に導き、マーストリヒト条約調印を英国に有利
な形で決着させ、前政権からの負の遺産である不況を克服したメージャーの手腕は、しかし英国民に認められなかったとしている。

89  マクミラン以降に当てはまる傾向である。詳細は〔力久96_18〕前掲書参照
90  『ガーディアン』1999.6.8. の調査である。〔藤原00_2〕
91  国民の平均六割以上の反対、中小企業や労組員の反対に加え、九九年六月の欧州議会選挙での労働党の大敗がＥＭＵ参加路線への
国民の反発を浮き彫りにした。〔藤原00_3〕58ページ
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ま投票を先送りし続け時間切れという可能性も
ある。この場合もブレアの信用は地に落ちる。
いずれにせよ、今後の英国の対欧州政策は、欧州
統合の将来を占う上でも、興味深い政策過程分
析対象の提供源としても注目に値することは確
かである。

参考文献

〔大西　岸上95〕大西健夫　岸上慎太郎編『ＥＵ統合の系
譜』早稲田大学出版部，1995年

〔川勝　三好99〕 川勝平太　三好陽編著，『イギリスの政
治』早稲田大学出版部，1999年

〔島野　岡村　田中00〕 島野卓爾　岡村尭　田中俊郎編
『ＥＵ入門』有斐閣，2000年

〔村岡　木畑91〕 村岡健次　木畑洋一編著『イギリス史３』
山川出版社，1991年

〔村田99〕村田良平編『ＥＵ－二一世紀の政治課題』勁草
書房，1999年

〔藤井91〕 藤井良広『欧州通貨統合』日本経済新聞社，1991
年

〔田中98〕田中俊郎『ＥＵの政治』岩波書店，1998年
〔草野97〕 草野厚『政策過程分析入門』東京大学出版会，

1997年
〔力久96〕力久昌幸『イギリスの選択』木鐸社，1996年
〔岡山 戸澤 01〕岡山勇一　戸澤健次『サッチャーの遺産』

晃洋書房，2001年
〔高柳92〕高柳先男「独仏連携とＥＣ統合の行方」『国際問

題』（日本国際問題研究所）ＮＯ．389，1992年，42ペー
ジ

〔長尾94〕長尾悟「ウルグアイ・ラウンド農業交渉とEU」
『国際政治』（日本国際政治学会）106号，1994年，105
－ 121ページ

〔渡辺96〕渡辺昭夫「書評　Ｐ．エヴァンス、Ｈ．ジェイ
コブソン、Ｒ．パットナム編『両刃の外交―対外交渉
と国内政治』」『国際政治』（日本国際政治学会），113
号，1996年，190－ 194ページ

「人物交差点」『中央公論』（中央公論新社）1991.新春二月
号，180－ 181ページ

〔藤原00〕藤原豊司「ＥＭＵ入りためらうブレア政権」『海
外事情』（拓殖大学海外事情研究所）Vol.48，2000年
１月号，52－ 65ページ

〔山根92〕山根裕子「マーストリヒト条約はなぜ批准が困
難なのか」『ジュリスト』（有斐閣）No．1008，1992.
９ .15，47－ 53ページ

〔足立92〕足立謙二「ＥＣ首脳会議、『欧州同盟』創設で合
意」『世界週報』（時事通信社）1992新年特大号， 93ペー
ジ

〔天野93〕 天野和利「楽観は許されない英国の条約批准」
『世界週報』（時事通信社）1993.６ .15，20－21ペー

ジ
〔天野92〕天野和利「反ＥＣ勢力の台頭に苦悩するメー

ジャー政権」『世界週報』（時事通信社）1992.10.20，23
－ 25ページ

〔草野93〕草野徹「国は威信を失い、政治家は自信を失っ
た英国」『世界週報』（時事通信社）1993新春特大号，
24－ 26ページ

〔佐藤93〕 佐藤信人「メージャー英政権の信任案を可決」
『世界週報』（時事通信社）1993.８ .17-24，92ページ

〔里見91ａ〕 里見修「総選挙にらみ混迷深める英政局」『世
界週報』（時事通信社）1991. ６ .18，62－ 66ページ

〔里見91ｂ〕 里見修「総選挙へ早くも走りだした英国政局」
『世界週報』（時事通信社）1991.12.10，60－64ページ

〔里見92〕 里見修「『身内の反乱』で苦境のメージャー英首
相」『世界週報』（時事通信社）1992.11.10，20－25ペー
ジ

〔村上　天野　梅本　吉永92〕 村上直久　天野和利　梅本
逸郎　吉永幸男「ぎりぎりまで足並みそろわぬ欧州諸
国」『世界週報』（時事通信社）1992.11.10，10－15ペー
ジ

〔村上93〕村上直久「統合の危機を乗り越え視界は開けた
が」『世界週報』（時事通信社）1993新春特大号，21－
23ページ

〔芝崎01〕芝崎厚士「演習室26　対外政策における２レベ
ル・ゲーム：両刃の外交」（芝崎厚士ホームページ）
2001

〔マイクル88〕マイクル・モラン　犬童一男監訳『イギリ
スの政治と社会』晃洋書房，1988年

〔マーガレット93〕マーガレット・サッチャー著　石塚雅
彦訳『サッチャー回顧録（下）』日本経済新聞社，1993
年

〔マーガレット95〕マーガレット・サッチャー著　石塚雅
彦訳『サッチャー私の半生（下）』日本経済新聞社，
1995年

〔Evans Jacobson Putnam_93〕Peter B.Evans，Harold
K.Jacobson，Robert D.Putnam eds.“Double-Edged
Diplomacy：International Bargaining and Domestic
Politics”University California Press，1993，pp.431－468

〔EC 93a〕European Communities“EUROPEAN UNION：
Selected instruments taken from the Treaties BOOKⅠ”
Office for Official Publications of the European
Communities，1993

〔Riddell 91〕 Riddell，Peter“The Thatcher Era：And Its
Legacy”Basil Blackwell，1991

〔EC 92〕 European Communities―Commission，“Twenty‐
fifth General Report on the Activities of the European
Communities―1991”Office for Official Publications of
the European Communities ，1992，pp.1－ 12

〔EC 93b〕European Communities―Commission，“Twenty‐
sixth General Report on the Activities of the European
Communities―1992”Office for Official Publications of
the European Communities ，1993，pp.1－ 12



メージャー政権のマーストリヒト条約批准過程に関する分析 221

〔EC 94〕European Communities―Commission，“Twenty‐
seventh General Report on the Activities of the European
Communities―1993”Office for Official Publications of
the European Communities ，1994，pp.1－ 13

〔Rallings Thrasher 00〕Colin Rallings  Michael Thrasher
“BRITISH ELECTORAL FACTS 1832－1999”Ashgate，
2000，p.294

〔Leach 00〕Rodney Leach “ＥＵＲＯＰＥ：A Concise
Encyclopedia of the European Union from Aachen to
Zollverein" Fitzroy Dearborn Publishers，2000

〔Laybourn 01〕Keith Laybourn "BRITISH POLITICAL
LEADERS：A Biographical Dictionary" ABC-CLIO Inc.，
2001，pp.222－ 224


